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下野庭町内会規約 

 

 

第１章 総 則 

（名称及び事務所） 

第 １条 本会は下野庭町内会（以下「本会」という）と称し、事務所を下野庭町内会館 

    （横浜市港南区野庭町１７０番地）内に置く。 

（区 域）                                              

第 ２条 本会の区域は、横浜市港南区の下記区域とする。 

          野庭町…２５番地から４０番地まで、５０番地から１０８番地まで、１２４番 

    地から１９４番地まで、２０２番地から２９９番地まで、３３２番地から３３ 

    ６番地まで、３９４番地から３９７番地まで、４１０番地から４８１番地まで、 

    ５１６番地から６０３番地まで、６３８番地から６４３－３番地まで、６７６ 

    番地から７１６番地まで、７５６番地から８４２番地まで、８４５番地から８ 

    ６１番地まで、９３７番地から９６０番地まで、１２６４番地から１３３７番 

    地まで、１５２７の１５番地まで。日野２丁目…４６番１号から１５号まで、 

    ４７番１号から４８号まで、４８番地１号から３２号まで、４９番１号から１ 

    ８号まで、５０番１号から１１号まで、５１番１号から７号まで。上永谷町…４ 

    ７７２番地から４７７５番地まで。上永谷１丁目…８番１５号から２０号まで、２３番１ 

      ０号から２３号まで。丸山台１丁目…８番７号。丸山台２丁目…４１番９号から３０号まで、 

      ４１番６１号から６９号まで。 

（会 員）                                                         第 

３条 本会の会員は、第２条に定める区域内に住所を有する全ての個人とする。  （入 

会） 

第 ４条 第２条に定める区域に住所を有する個人で、本会に入会を希望する者は、「町 

     内会加入申込書」に会費を添えて会長に提出しなければならない。 

      ２ 前項の入会申込があった場合は、正当な理由がない限り拒むことは出来ない。 

（脱会等）                     

第 ５条 会員が次の各号の一に該当する場合には、脱会したものとする。 

        （１）第２条に定める区域内に住所を有しなくなった場合 

        （２）本人から退会届が会長に提出された場合 

      ２ 会員が死亡し、または失踪宣告を受けたときは、その資格を喪失する。 

 

 

第２章 目的及び事業 

（目 的）                    

第 ６条 本会は、会員の共同活動を通じ、会員相互の親睦を深め福祉を増進し、地域社 

    会の向上発展を図ることを目的とし、次の事業を行う。 

        （１）会員の意見・要望等の調整及びとりまとめ               

    （２）回覧板の回付等により会員相互の連絡及び情報の伝達                  

    （３）「町内会館」の維持管理及び防犯灯、公園等共有施設の維持管理        

     （４）美化、防犯・交通・防災等区域内の環境整備 

        （５）夏祭り、運動会、敬老のお祝い等の実施により会員間の親睦を図る 

        （６）市政との協力及び連絡調整 

        （７）その他、本会の目的達成に必要な事業 
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（専門部会） 

第 ７条 本会の事業を円滑に遂行するため、次の専門部会を置く。 

        （１）体育部   （２）女性部    （３）防火防犯部 （４）百寿会 

        （５）子ども会  （６）少年野球部 （７）芸能保存会  （８）ひまあ～る会  

     ２ 会長は状況に応じて、新たに専門部会を設置または既存の専門部会を廃止する 

    ことが出来る。 

（組・組長） 

第 ８条 各組とも組長を１名選出する。組長の選任は、世帯単位の輪番制を原則とする。 

      ２ 組長の任期は１ヶ年とする。但し、組内の事情等による再任は妨げない。 

                                    

 

第３章 役 員 

(役員の種別） 

第 ９条 本会に、次の役員を置く。 

        （１）会 長 １名     （２）副会長  ２名     （３）会 計 １名 

        （４）総 務  ２名     （５）監 事 ２名    （６）その他役員若干名 

（役員の選任）                                             

第１０条 会長以下役員の選任は、別に定める「役員選出規定」に基づいて選出し、総会 

    の承認を得て選任する。 

      ２ 本会は、顧問及び相談役を置くことが出来る。顧問・相談役は、役員の議決に

より会長が委嘱する。 

（役員の職務） 

第１１条 会長は、本会を代表し会務を統括する。 

      ２  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その会長の職務を代行す 

    る。 

      ３ 副会長２名のうち、１名は文化関連事業を、他の１名は体育レク関連事業を、 

    それぞれ計画から実施までを統括する。 

     ４ 会計は、会計事務を処理し、経理を担当する。 

      ５ 総務は、庶務一般及び広報等を担当する。 

      ６ 監事は、次に掲げる業務を行う。               

        （１）本会の会計及び資産の状況を監査すること 

        （２）会長、副会長及びその他の役員の業務執行の状況を監査すること 

        （３）会計及び資産の状況又は業務執行について不正の事実を発見したときは、 

            これを総会に報告すること 

        （４）前号の報告をするため必要があると認めたときは、総会の招集を要求する 

      こと 

    ７ 役員の職務は、担当組の組長との連絡に当たる他、会長が別に定める「役員職 

    務分担表」による職務、又本会運営上必要と認める会長の特命業務を担当する。 

（役員の任期）                

第１２条 役員の任期は、２ヶ年とする。但し、再任は妨げない。 

      ２  役員に欠員が生じたときは補充する。補充された役員の任期は、前任者の残任 

    期間とする。 

（役員の解任）                                                                 

第１３条 役員が規約に違反し、或いは役員として不適切な行為があったときは、役員会 

    及び総会の議決により解任することが出来る。 
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                                 第４章 会 議 

（会 議） 

第１４条 本会は、次の会議を設ける。  

    （１）総会     （２）役員会      （３）組長会 

（総 会） 

第１５条 総会は、定期総会と臨時総会の二種とする。 

（総会の機能） 

第１６条 総会に付議すべき事項は、次のとおりとする。 

        （１）事業報告及び事業計画に関する事項 

        （２）予算及び決算に関する事項 

        （３）規約改廃に関する事項  

        （４）各部会の事業に関する事項 

        （５）役員改選及び会長を本会の代表に決定する事項 

        （６）その他、役員会が必要と認めた事項 

（総会の開催）                                       

第１７条 定期総会は、役員及び各部会長並びに組長を以て構成し、毎年４月に開催する。 

      ２  臨時総会は、全会員を以て構成し、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

        （１）会長が必要と認めたとき 

        （２）全会員の５分の１以上から会議の目的を示して要求があったとき 

        （３）第１１条第６項第４号の規定により監事から開催の要求があったとき 

（総会の招集） 

第１８条 総会は、会長が招集する。 

      ２  会長は、前条第２項第２号及び第３号の規定により要求があったときは、その

要求があった日から１ヶ月以内に臨時総会を招集しなければならない。 

      ３ 総会を招集するときは、会議の目的たる事項及びその内容並びに日時及び場所 

    を示して、開会の日の５日前までに文章をもって通知しなければならない。 

（会議の議長） 

第１９条 総会の議長は、会長が指名し、その総会に出席した会員の承認を得て選出する。 

（総会の成立） 

第２０条 総会は、議決権を行使する会員（構成員）の過半数が出席したときに成立する。 

（総会の議決） 

第２１条  総会の決議は、議決権を行使する出席者の過半数の賛成によって成立する。 

        可否同数の場合は議長がこれを決める。 

（会員の表決権） 

第２２条 会員は、総会において次の事項については各々１個の表決権を有する。  

         （１）規約改廃 

         （２）資産の処分 

         （３）解散及び残余財産の処分 

     ２  前項に規定される事項以外の表決については、会員の所属する世帯毎に１個の 

    議決権を有し、世帯を代表する会員１人がこれを行使する。  

 

（総会時の書面表決等） 

第２３条 止むを得ない理由により総会に出席出来ない会員は、予め通知された議案につ 

    いて書面をもって表決し、又は他の会員を代理人として表決に関する一切の権 

    限を委任することが出来る。 
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      ２ 前項の場合における第２０条から第２２条までの規定の適用については、その 

    会員は出席したものとみなす。 

（総会の議事録） 

第２４条 総会の議事については、議事録を作成しなければならない。            

      ２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署 

     名押印しなければならない。 

（役員会） 

第２５条 役員会は、監事を除く役員をもって構成し、月例開催並びに会長が必要に応じ 

    て随時招集する。                 

   ２ 事業内容によっては、各部会長も構成員となることが出来る。また、必要に 

    応じて会長は、顧問及び相談役に出席を要請することが出来る。      

      ３ 役員会では、本会の事業運営に係わる次の事項を審議する。 

        （１）総会に付議すべき事項 

        （２）総会に付議した事項の執行に関する事項 

        （３）その他総会の決議を要しない本会運営に必要な事項 

（組長会） 

第２６条 組長会は、毎月１回会長が招集し、開催する。 

（規約改廃） 

第２７条 この規約は、総会において出席者の過半数の議決を得、かつ、港南区長の認可 

    を受けなければ変更することは出来ない。 

  

        

 

第５章 会 計 

（会 費） 

第２８条 本会の経費は、町内会費、寄付金及びその他の収入をもって充てる。 

     ２  会員は、総会で定められた町内会費を納入しなければならない。 

      ３  本会の会計年度は、毎年４月１日より翌年３月３１日までとする。 

（活動費等） 

第２９条 役員は、無報酬とする。但し、用務のため活動し、費用が生じたときは実費精 

    算とする。                                   

    ２ 前項の但し書きについては、役員以外の者で、会長が認める対外活動に参加 

    した場合にも適用する。                                                   

 

第６章 資 産 

（資産の管理） 

第３０条 本会の資産は、別に定める「保有資産目録」に記載された資産とする。 

      ２ 資産の管理運営は、全ての会員が行うが、会を代表して役員会があたる。 

（資産の処分） 

第３１条 前条第１項に掲げる資産を処分し又は担保に供する場合は、総会において３ 

    分の２以上の議決がなければならない。  

(会館の運営） 

第３２条 本会の活動の拠点となる町内会館の適正かつ円滑な管理運営を図ることを目的 

    に、別に細則として「下野庭町内会館運営規定」を制定する。 
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第７章 解 散 

（解 散） 

第３３条 総会の議決に基づいて解散する場合は、会員の４分の３以上の承諾を得なけれ 

     ばならない。 

（残余財産の処分） 

第３４条 本会の解散の時に有する残余財産の処分は、総会において会員の４分の３以上

の議決がなければならない。 

 

 

第８章 雑 則 

（細 則） 

 第３５条 この規約を施行するにあたって、必要な細則は役員会の議決を経て会長が制 

      定することが出来る。 

２ 細則（規定）を制定又は、改正もしくは廃止したときは、次の総会で報告し

なければならない。 

                                                            

付  則 

 

   この規約は、昭和３２年１月３０日より施行する。 

 

【規約改正履歴】 

昭和４５年１月３１日 会費増額 

昭和５２年１月２９日 会費増額 

昭和５３年１月２９日 会計年度の変更 

昭和５６年４月２６日 一部変更 

昭和５８年４月２７日 一部条文挿入 

昭和５９年４月 ８日  一部追加変更 

昭和６３年４月２９日 一部追加変更 

平成 ９年４月２７日 一部変更 

平成１９年４月２９日 一部追加変更 

平成２１年４月２９日 法人化申請による変更 

平成２１年７月２９日 地縁団体認可に伴う一部追加変更 

令和  元年６月 ３日 一部変更 


